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論　　説

　抄　録　特許出願人は，審査（審判）の手続きにおいて，出願当初の明細書等に基づいて特許請求
の範囲を補正することが多いが，場合によっては，出願当初の図面のみに基づいて特許請求の範囲を
補正したいこともある。この図面のみの記載に基づく補正は，欧州や中国の審査ではほとんど認めら
れないが，日本の審査では許容されることがある。このことは，図面のみの記載に基づく補正が許容
される事例が盛り込まれた，特許・実用新案審査ハンドブック１）の附属書における事例集２）を参照い
ただければご理解いただけるだろう。しかしながら，収録された事例だけでは限られているため，図
面のみの記載に基づく補正が許容される範囲を正確に判断することは難しい。そこで，当小委員会で
は更なる事例調査を行い，図面のみの記載に基づく補正が許容される場合および許容されない場合の
境界線が何処にあるのかについて検討を行った。本稿は，その検討結果を報告するものであり，特許
出願人に対して有意義な情報になればと考える。

特 許 第 １ 委 員 会
第 ４ 小 委 員 会＊
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1 ．	はじめに

日本においては，特許請求の範囲を補正する
際，特許法第17条の２第３項の規定に従い，出
願当初の明細書等（以下，「当初明細書等」と
いう。）に記載した事項の範囲内で行わなくて
はならない。従って，特許出願人は明細書，特
許請求の範囲，図面の記載を基に補正を試みる
が，場合によっては図面のみの記載に基づく補
正を試みたいことがある。
しかし，図面のみの記載を根拠とした補正が，
新規事項の追加と判断される場合と判断されな
い場合とがあり，その境界線がどこにあるのか，
＊  2018年度　The Fourth Subcommittee, The First 
Patent Committee

図面のみの記載に基づく	
請求項の補正についての検討

　4．3 技術常識に基づく補正
　4．4 まとめ
5． おわりに

※本文の複製、転載、改変、再配布を禁止します。



知　財　管　理　Vol. 69　No. 11　20191516

特許出願人にとっては非常に興味深い。
新規事項の追加に関しては，知財高裁大合議

判決「ソルダーレジスト事件（知財高判平20. 
5.30，平18（行ケ）第10563号）」を受け，平成22
年６月に審査基準の改定がなされている。その
中で，新規事項の判断に関する基本的な考え方
が示されており，補正した特許請求の範囲の記
載が新たな技術的事項を導入するものであるか
否かにより，その補正が新規事項を追加するも
のであるか否かの判断がなされている旨，述べ
られている。補正の際，当初明細書等に明示的
な記載がなくても，「当初明細書等の記載から
自明な事項」に補正を行うことは，「新たな技
術的事項を導入しないもの」である為，当該補
正は認められる。しかしながら，図面のみの記
載に基づく補正の場合，どのような内容の補正
であれば「当初明細書等の記載から自明な事項」
と言えるのか，判断が難しい。
特許庁では，審査官が審査業務を遂行するに

当たって必要となる手続的事項や留意事項をま
とめた「特許･実用新案審査ハンドブック」（以
下，「審査ハンドブック」という。）を平成17年
９月に作成している。その後，平成25年３月に
全面的な見直しがなされ，平成27年９月には，
この審査ハンドブックに手続的事項や留意事項
を加え，審査基準で示された基本的な考え方を
理解する上で有用な事例集を審査ハンドブック
の附属書として掲載している。この事例集には，
図面の記載に基づく補正に関する事例として，
８例が開示されている。
しかしながら，この事例集だけでは，特許出
願人は，図面のみの記載に基づく補正が許容さ
れる範囲を正確に判断することは難しい。
そこで，当小委員会では，審査基準の改定か

ら10年近くが経過し，各種事例も蓄積されたこ
とから，図面のみの記載に基づく補正に関し，
「当初明細書等の記載から自明な事項」と言える
範囲を特定すべく，事例分析を行った。特に，

拒絶査定不服審判でも拒絶査定が維持され特許
として認められなかった事例，および審査段階
では拒絶査定となったものの拒絶査定不服審判
で拒絶査定が覆り特許として認められた事例を
分析することで，図面のみの記載に基づく補正
の判断基準がどこにあるのか，より詳細な分析
を行った。当分析結果が特許出願人の今後の実
務における一助となることを期待し，本稿を纏
める。
なお本稿は，2018年度特許第１委員会第４小

委員会の構成委員である佐伯文佳（小委員長：
ロート製薬），大塚信幸（小委員長補佐：富士
通セミコンダクター），山下拓也（小委員長補
佐：日鉄住金総研），伊藤正自（日本触媒）， 
大原尚己（マブチモーター），葛谷賢司（豊田自
動織機），後藤宏明（積水化学工業），櫻井祐輔
（日本電気），高栖雄一郎（セイコーエプソン），
内藤雅夫（住友金属鉱山），山田成喜（日本パ
ーカライジング）の執筆によるものである。

2 ．	調査方法

2．1　一次調査

分析対象は，上述のことを踏まえ，拒絶査定
不服審判でも拒絶査定が維持され特許として認
められなかった事例，および審査段階では拒絶
査定となったものの拒絶査定不服審判で拒絶査
定が覆り特許として認められた事例のうち，「ソ
ルダーレジスト事件」の判決を受けて，判決日
（平成20年５月30日）より後に拒絶査定がなさ
れた事例に限定した。
また，拒絶査定不服審判にて新規事項の追加

を争点とする場合には，審判請求時に新たな補
正は行わないと考えられるため，前置審査が行
われていない事例に限定した。これらを踏まえ
て，以下の４つの検索条件を掛け合わせて
JPDS社New Client Server Systemを用いて一
次調査を行った（2018年８月に検索実施）。
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・審査時に第17条の２第３項の拒絶理由あり
・平成20年５月31日以降に拒絶査定
・前置審査なし
・拒絶査定不服審判の審決あり
一次調査の結果，595件（審決で特許審決が
376件，拒絶査定維持が219件）が抽出された。

2．2　二次調査

抽出された595件の中から，①拒絶査定時の
拒絶理由に新規事項の追加（第17条の２第３項）
を含む事例，②新規事項と指摘された補正の根
拠が図面のみの記載に基づく事例，の順で絞り
込みを行い，最終的に16事例まで絞り込んだ。

そのうち，注目すべき６事例について以下に報
告する。

3 ．	調査によって見出された事例の詳細

3．1　事例１（特願平11-60014号）：２次電池

（補正が認められない例）
本願発明は，携帯用無線機器の駆動用電源と

して用いられる２次電池に関する発明であり，
電極組立体に連結された電極タブと上下部ケー
スとの密封状態を改善することによって有機電
解液の漏れ問題を解決するよう工夫したもので
ある。

補正前 補正後
（請求項１）
　陽極板，陰極板及びセパレータの積層されている構造より
なり，形成された電流を外部に誘導するための電極タブを有
する電極組立体と，上部ケース部と下部ケース部よりなり，
前記電極タブの一部を外部に露出させた状態で前記上部ケー
ス部の縁部と前記下部ケース部の縁部とが接合されて前記電
極組立体を密封するケースと，
前記電極タブの所定領域に所定の幅にコーティングされてお
り，前記接合部位の上部ケース部の縁部と前記下部ケース部
の縁部との間に介在されて有機電解液の漏れを防止するシー
リング材とを含むことを特徴とする２次電池。

（請求項１）
　陽極板，陰極板及びセパレータの積層されている構造より
なり，形成された電流を外部に誘導するための電極タブを有
する電極組立体と，上部ケース部と下部ケース部よりなり，
前記電極タブの一部を外部に露出させた状態で前記上部ケー
ス部の縁部と前記下部ケース部の縁部とが接合されて前記電
極組立体を密封するケースと，　前記電極タブの前記上部ケ
ース部の縁部及び前記下部ケース部の縁部と接合される領域
にコーティングされており，前記接合部位の上部ケース部の
縁部と前記下部ケース部の縁部との間に介在されて有機電解
液の漏れを防止するシーリング材とを含み，
前記シーリング材は前記電極タブの両側に延長された翼部を
有し，前記翼部の左右長さの合計は前記電極タブの幅より大
きいことを特徴とする２次電池。

※下線は補正箇所を，斜体は図面にのみ基づく補正箇所を，それぞれ示す。

図１　補正前と補正後の請求項

図２　補正の根拠とした図面
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（1）図２中の符号の説明
53：電極タブ，55：シーリング材

（2）結　論
審査官の認定：新規事項の追加である。
審判官合議体の認定：新規事項の追加である。

審査官は，『「翼部の左右長さの合計（シーリ
ング材（55）の長手方向の長さと電極タブ（53）
の幅の差）は電極タブの幅（53）より大きい」
ことは，当初図面に寸法等は記載されていない
し，明細書においても翼部の幅と電極タブの幅
について裏付けとなる記載が見当たらない。そ
うすると，図面上で測定した寸法が現実の寸法
を反映しているとは到底認められないことか
ら，当初明細書等に記載されたものではないし
自明な事項でもない。』と認定している。
また，審判官合議体は，『願書に添付された
図面は設計図ではなく，発明の内容を明らかに
するための説明図に留まるものであり，当該部
分の寸法が規定されるものではない。また，発
明の詳細な説明には，「翼部の左右長さの合計
（シーリング材（55）の長手方向の長さと電極
タブ（53）の幅の差」とを関連付ける技術的意
義を示唆する記載も無い。更に図面を参照して
も当業者が当然に理解できるものではない。従
って本件補正は新たな技術的事項を導入するも
のであり，当初明細書等に記載した事項の範囲
内のものとは言えない。』と認定している。

（3）考　察
本件では，出願人は図面を根拠とした補正を
行っている。しかし，シーリング材（55）の長手
方向の長さが電極タブ（53）の幅よりも長いこと
は，シーリング材（55）と電極タブ（53）の相対
的な関係から図面のみの記載からでも明らかで
あるようにみえるが，「翼部の左右長さの合計
（シーリング材（55）の長手方向の長さと電極

タブ（53）の幅の差）と電極タブ（53）の幅」
の関係は，図面を設計図として寸法を測りとっ
て確認しなければ，必ずしも明らかではなく，
また，その関係の技術的意義が明細書および図
面から明らかとはいえない。したがって審査官，
審判官合議体が判断したように，新規事項の追
加であるとの判断は妥当であると思われる。
上記を考慮すると，「翼部の左右長さの合計（シ
ーリング材（55）の長手方向の長さと電極タブ
（53）の幅の差）」と「電極タブ（53）の幅」と
の技術的な関係性が明らかとなるように図面を
作成していれば，補正が認められたと思われる。

3．2　	事例２（特願2004-303876号）：操作
パネル及び画像形成装置

（補正が認められない例）
本願発明は，プリンタ，ファックス，複写機
等の画像形成装置及び操作パネルに関し，簡易
な構成でミスコピーの発生を防止できるように
工夫したものである。

（1）図３中の符号の説明
１：操作パネル，３：設定パネル，５：スト
ップボタン，7a：モノクロ画像用開始ボタン，
7b：カラー画像用開始ボタン

（2）結　論
審査官の認定：新規事項の追加である。
審判官合議体の認定：新規事項の追加である。

審査官は，補正されたような構成を取るとの
記載や示唆がされていないことと，その構成を

図３　補正の根拠とした図面
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※本文の複製、転載、改変、再配布を禁止します。



知　財　管　理　Vol. 69　No. 11　2019 1519

取る場合，取らない場合に対する技術的特徴が
記載されていないと認定している。
これに対し審判官合議体は，そのような構成
を取るといった構成の記載や示唆がされていな
いことと，図面の記載は必ずしも現実の寸法を
反映するものとは限らないと判断している。

（3）考　察
審査官と審判官合議体の認定は近く，【図１】
には，モノクロ画像用開始ボタン7aが，カラー
画像用開始ボタン7bとストップボタン５との間
に設けられていることが示されているとはいえ
ないため，審査官と審判官合議体の認定は妥当
である。出願人の主張する技術的特徴は当初明
細書等から自明では無いため，新規事項の追加
との認定は妥当と考える。
対策としては，図面において設計図的に各ボ
タンの位置関係やサイズを補助線や寸法表示な
どを利用して明記するなどして実寸を記載して
おけば，当該サイズを基に主張が可能であった
のではないかと思われる。
また出願人は，図面に忠実な補正を行うこと
により，新規事項の追加に該当しなかったので
はないかと考えられる。

3．3　	事例３（特願2006-150853号）：積層
コンデンサ

（補正が認められた例）
本願発明は，高周波回路に用いられる積層コ

ンデンサに関し，例えば25GHzを超える高周波
領域における通過特性の損失を小さくするよう
に工夫したものである。

（1）図６中の符号の説明
23：第１の内部電極，24：第２の内部電極，

25：コンデンサ本体，26：第１の端子電極，
27：第２の端子電極，28：第１の容量形成部，
29：第２の容量形成部，30：第１の引出し部，
31：第２の引出し部

（2）結　論
審査官の認定：新規事項の追加である。
審判官合議体の認定：新規事項の追加ではな
い。

審査官は，『出願人は，請求項１における「揃
っており」と補正した根拠は図１（ｃ）による
と主張しているが，先の拒絶理由でも指摘した
ように概念図のような図面からそれを認めるこ
とはできない（単に見た目がそうなっているか
らという理由だけで「揃っており」とすること

補正前 補正後
（請求項１）
　カラー画像形成装置の操作パネルであって，

単色画像の作像を開始する単色画像用の開始ボタンとカラー
画像の作像を開始するカラー画像用の開始ボタンとを備えて
いる

ことを特徴とする操作パネル。

（請求項１）
　モノクロ画像の作像を開始するモノクロ画像用の開始ボタ
ンと，カラー画像の作像を開始するカラー画像用の開始ボタ
ンと，用紙サイズ，明暗調整，拡大縮小設定を行う設定パネ
ルと，作像を前記開始ボタンを押した後に停止させるストッ
プボタンを備え，前記ストップボタンを，前記設定パネルと
前記モノクロ画像用の開始ボタンとの間に設け，前記モノク
ロ画像用の開始ボタンを，前記カラー画像用の開始ボタンと
前記ストップボタンとの間に設けた

ことを特徴とする画像形成装置。
※下線は補正箇所を，斜体は図面にのみ基づく補正箇所を，それぞれ示す。

図４　補正前と補正後の請求項
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補正前 補正後
（請求項１）
　積層された複数の誘電体層と，･･･直方体状のコンデンサ
本体と，
　前記コンデンサ本体の実装面に対向する対向面上のみに
･･･第１および第２の端子電極と
を備え，
　前記第１および第２の内部電極の面方向が実装面と･･･積
層コンデンサであって，

　前記コンデンサ本体の高さ方向寸法を0.30mm～0.50mmと
したことを特徴とする，積層コンデンサ。

（請求項１）
　積層された複数の誘電体層と，･･･直方体状のコンデンサ
本体と，
　前記コンデンサ本体の実装面に対向する対向面上のみに
･･･第１および第２の端子電極と
を備え，
　前記第１および第２の内部電極の面方向が実装面と･･･積
層コンデンサであって，
　前記第１の内部電極は，第１の容量形成部と，前記第１の
容量形成部から引き出されかつ前記第１の端子電極に接続さ
れる第１の引出し部と，を備え，
　前記第２の内部電極は，第２の容量形成部と，前記第２の
容量形成部から引き出されかつ前記第２の端子電極に接続さ
れる第２の引出し部と，を備え，
　前記コンデンサ本体の長さ方向において，前記第１の端子
電極の２つの端部のうち前記第２の端子電極から遠い側の端
部の位置と，前記第２の容量形成部の４つの角部のうち前記
第１の端子電極に最も近い角部の位置と，が揃っており，
　前記コンデンサ本体の長さ方向において，前記第２の端子
電極の２つの端部のうち前記第１の端子電極から遠い側の端
部の位置と，前記第１の容量形成部の４つの角部のうち前記
第２の端子電極に最も近い角部の位置と，が揃っており，
　前記コンデンサ本体の高さ方向寸法を0.30mm～0.50mmと
したことを特徴とする，積層コンデンサ。

※下線は補正箇所を，斜体は図面にのみ基づく補正箇所を，それぞれ示す。

図５　補正前と補正後の請求項

図６　補正の根拠とした図面
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はできない）。』と認定している。また，『図３
において，容量形成部52の両端部間の寸法は
0.80に対し，２つの端子電極55の両端部間の寸
法は（0.40＋0.10＋0.40）（注：前頁【図３】か
ら読み取ると（0.40＋0.10＋0.05＋0.40）が正し
い）であることからも，揃っているとは言えな
い。』と認定している。
これに対し，審判官合議体は，『出願人が審
判請求書で主張した，「図１，図２および図３
の複数の記載において，図１（ｃ）に代表され
るように，第１の端子電極26の左側端部は第１
の内部電極23の左側端部と，第２の端子電極27
の右側端部は第２の内部電極24の右側端部とそ
れぞれ揃っている状態を示している」こと，複
数の図面から「揃っている」との補正が認めら
れた過去の事例があること等から，請求項１に
おける「揃っており」とする補正は適法である。』
と認定している。

（3）考　察
審判官合議体は，明細書等の記載から，【図３】
には寸法の誤記もあり得るとした上で，出願人
が主張した複数の図面の記載から，第１の端子
電極26の左側端部は第１の内部電極23の左側端
部と，第２の端子電極27の右側端部は第２の内

部電極24の右側端部とそれぞれ揃っていること
は自明と認定したと推察される。
上記より，複数の図面が同一の状態を示して

いる場合には，説得力が増し，自明な事項とし
てその記載に基づいて補正することができると
考えられる。
本件は，図面に記載した寸法の誤記が，審査

時に新規事項の追加と判断された要因であるこ
とは否めない。図面に寸法を記載する場合には，
その正確性を十分に確認すべきである。

（4）その他
本事例では，上記判断に基づいて，審判にお

いて【図３】の寸法の補正も認められている。

3．4　	事例４（特願2004-151980号）：フロ
ントコンバータレンズ

（補正が認められた例）
本願発明は，デジタルスチルカメラ，ビデオ

カメラ，銀塩写真用カメラ等の撮影レンズの前
方に装着するコンバータレンズに関し，高い倍
率を実現しつつ，少ない構成レンズ枚数で軽量
なコンバータレンズを提供できるように工夫し
たものである。

補正前 補正後
（請求項１）
　正の屈折力の前群と，その後方に配置された負の屈折力の
後群とから構成され，主レンズ系の前方に着脱可能なフロン
トコンバータレンズであって，
前記前群は２枚の正レンズを有すると共に，全てのレンズが
間隔を隔てて配置され，前記後群は正レンズと負レンズを有
することを特徴とするフロントコンバータレンズ。

（請求項１）
　物体側から順に，正の屈折力の前群と，負の屈折力の後群
とから構成され，主レンズ系
の前方に着脱可能なフロントコンバータレンズであって，
　前記前群は，物体側から順に，物体側に凸の第１正レンズ
と，該第１正レンズに対して間隔を隔てて配置された，物体
側に凸の正のメニスカスレンズより構成されており，
　前記後群は正レンズと負レンズより構成されており，
　前記第１正レンズの像側の面の曲率半径をＲＩ，前記前群
の最も像側に配置された正レンズの物体側の面の曲率半径を
ＲＯとするとき，
　５＜｜ＲＩ／ＲＯ｜
　なる条件を満足することを特徴とするフロントコンバータ
レンズ。

※下線は補正箇所を，斜体は図面にのみ基づく補正箇所を，それぞれ示す。

図７　補正前と補正後の請求項
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（1）図８中の符号の説明
Ｃ：フロントコンバータレンズ，Ｍ：主レン
ズ系，L1：前群，L2：後群

（2）結　論
審査官の認定：新規事項の追加である。
審判官合議体の認定：新規事項の追加ではな
い。

審査官は，『図面は実施例の記載であり，実
施例は，単に特定のレンズのレンズ構成，レン
ズ形状のみが特定され，その他のレンズのレン
ズ構成やレンズ形状が任意のもの等を開示した
ものではない。そして，フロントコンバータレ
ンズ（Ｃ）を構成するレンズのうち，その他の
レンズ構成，形状等を特定することなく，前群
（L1）のうち，２枚目のレンズ（右側のレンズ）
である正レンズが物体側（図の左側）に凸のメ
ニスカスレンズであることのみを抽出する技術
的概念，技術的観点，手がかりは，出願当初の
明細書等の記載をみても存在しないため，当該
補正の部分は，出願当初の明細書等には記載が
なく，出願当初の明細書等に記載した事項から
自明な事項であるともいえない。』と認定して

いる。
これに対し，審判官合議体は，『前群（L1）の
うち，２枚目のレンズ（右側のレンズ）が物体
側に凸の正のメニスカスレンズである点は，図
面にも明細書にも明確に記載されている。更に，
同特徴は，本願発明の全ての実施例において共
通の特徴であり，この実施例における共通の特
徴を特許請求の範囲に追記することは新規事項
の追加に当たらない。』と認定している。

（3）考　察
審判官合議体の判断からすると，複数の要素
や部材が関連して一つのまとまりのある部品を
形成する場合において，図面のみの記載に基づ
く請求項の補正であっても，複数の実施例に共
通に記載される特徴であれば，出願当初の明細
書等に記載した事項から自明な事項であり，新
規事項の追加に当たらないと判断される可能性
が高いと考えられる。また，複数の要素や部材
が関連して一つのまとまりのある部品を形成す
る場合において，図面のみの記載に基づく請求
項の補正であっても，複数の実施例に共通しな
い特徴を請求の範囲に追記する場合は，審査官
の判断のように新規事項の追加と判断される可

図８　補正の根拠とした図面

L1 L2

L1 L2

L1 L2
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能性がある。やはり，まとまりのある部品それ
ぞれの作用について明細書に記載しておくのが
最善であろう。

3．5　	事例５（特願2012-72442号）：縦型窒
化物半導体素子およびその製造方法

（補正が認められた例）
本願発明は，発光ダイオード，レーザダイオ

ード等に利用される高効率高出力な縦型窒化物

補正前 補正後
（請求項１）
　導電性基板と，前記導電性基板の一方の表面側に，第２の
電極を介して接合された，窒化物からなる半導体層と，前記
導電性基板の他方の表面に形成された金属層と，前記半導体
層の接合表面と対向する表面に形成された第１の電極と，前
記導電性基板と前記第２の電極との間に形成された電極材料
または導電性材料からなる接合層と，を備える縦型窒化物半
導体素子であって，
　前記導電性基板は，他方の表面側に前記導電性基板の側面
から延出するフランジ部を有し，
　前記フランジ部は，前記導電性基板と前記半導体層とを接
合した後，前記半導体層の側面と前記導電性基板の側面が露
出するように，前記半導体層から前記導電性基板の厚さ方向
の一部までを切削して形成される当該導電性基板の残部を分
割することによって形成されることを特徴とする縦型窒化物
半導体素子。

（請求項１）
　導電性基板と，前記導電性基板の一方の表面側に，第２の
電極を介して接合された，窒化物からなる半導体層と，前記
導電性基板の他方の表面に形成された金属層と，前記半導体
層の接合表面と対向する表面に形成された第１の電極と，前
記導電性基板と前記第２の電極との間に形成された電極材料
または導電性材料からなる接合層と，を備える縦型窒化物半
導体素子であって，
　前記導電性基板は，他方の表面側に前記導電性基板の側面
の一部から延出するフランジ部を有し，
　前記半導体層の前記接合表面と，前記接合表面と対向する
前記半導体層の前記表面と，前記導電性基板の一方の前記表
面とが同一面積であることを特徴とする縦型窒化物半導体素
子。

（請求項３）
　請求項１に記載の縦型窒化物半導体素子の製造方法であっ
て，
　導電性基板と，絶縁性基板の表面に形成され，第２の電極
が接合された窒化物からなる半導体層とを準備し，前記導電
性基板および前記第２の電極の少なくとも一方に接合層を形
成する準備工程と，
　前記導電性基板の一方の表面に，前記接合層を介して，前
記準備工程で準備した前記半導体層を接合する接合工程と，
　前記半導体層から前記絶縁性基板を除去する基板除去工程
と，
　前記半導体層に第１の電極を形成すると共に，前記導電性
基板に金属層を形成する電極・金属層形成工程と，
　前記半導体層の側面と前記導電性基板の側面が露出するよ
うに，前記半導体層から前記導電性基板の厚さ方向の一部ま
でを切削することによって当該導電性基板の残部を複数形成
し，前記導電性基板の残部で互いが連結された複数の積層素
子を作製する切削工程と，
　前記導電性基板の残部を分割し，前記フランジ部を有する
複数の縦型窒化物半導体素子を作製する分割工程と，を含む
ことを特徴とする縦型窒化物半導体素子の製造方法。

（請求項３）
　請求項１に記載の縦型窒化物半導体素子の製造方法であっ
て，
　導電性基板と，絶縁性基板の表面に形成され，第２の電極
が接合された窒化物からなる半導体層とを準備し，前記導電
性基板および前記第２の電極の少なくとも一方に接合層を形
成する準備工程と，
　前記導電性基板の一方の表面に，前記接合層を介して，前
記準備工程で準備した前記半導体層を接合する接合工程と，
　前記半導体層から前記絶縁性基板を除去する基板除去工程
と，
　前記半導体層に第１の電極を形成すると共に，前記導電性
基板に金属層を形成する電極・金属層形成工程と，
　前記半導体層の側面と前記導電性基板の側面が露出して，
前記半導体層の前記接合表面と，前記接合表面と対向する前
記半導体層の前記表面と，前記導電性基板の一方の前記表面
とが同一面積となるように，前記半導体層から前記導電性基
板の厚さ方向の一部までを切削することによって当該導電性
基板の残部を複数形成し，前記導電性基板の残部で互いが連
結された複数の積層素子を作製する切削工程と，
　前記導電性基板の残部を分割し，前記フランジ部を有する
複数の縦型窒化物半導体素子を作製する分割工程と，を含む
ことを特徴とする縦型窒化物半導体素子の製造方法。

※下線は補正箇所を，斜体は図面にのみ基づく補正箇所を，それぞれ示す。

図10　補正前と補正後の請求項

図９　補正の根拠とした図面

【図 5】
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半導体素子及びその製造方法に関し，導電性基
板からの放熱，パッケージとの密着性等を工夫
したものである。

（1）図９中の符号の説明
20：導電性基板，23：溝部，30：半導体層，

40：接合層，50：第１の電極，60：第２の電極，
70：金属層

（2）結　論
審査官の認定：新規事項の追加である。
審判官合議体の認定：新規事項の追加ではな
い。

審査官は，『本願出願前の技術常識に照らせ
ば，当初明細書の切削工程では「半導体層の接
合表面と，接合表面と対向する半導体層の表面
と，導電性基板の一方の表面とが同一面積とな
る」ことが自明であるとは言えない。』と認定
している。
これに対し，審判官合議体は，『当初明細書
からは溝部23の幅が一定であることが見て取
れ，溝部23の幅を深さ方向について途中で変え
る旨の記載もなく，切削工程で溝部23の全部に
おいて幅を一定とすることが排除されていると
はいえないから，「半導体層の接合表面と，接
合表面と対向する半導体層の表面と，導電性基
板の一方の表面とが同一面積である」ことは，
当初明細書に記載されているといえる。』と認
定している。

（3）考　察
審査官は，先行技術文献の記載，及び，本願
の課題解決を考慮して，本願明細書に記載の２
つの切削工程の手法を限定的に解釈し，補正さ
れた事項が当初明細書等に記載されていないと
認定しているのに対し，審判官合議体は，本願
明細書の記載と，本願明細書において補正事項

が排除されていないこととを考慮して，補正さ
れた事項が当初明細書等に記載されていると認
定している点で相違する。
本件から，補正を行う可能性があれば，出願

時の記載に注意し，図面には少なくとも補正事
項を開示すべきであり，かつ，本願明細書にお
いて当該事項を排除するような記載はしないこ
とが条件であると思われる。この点，出願時に
は留意することを推奨する。

3．6　	事例６（特願2011-505015号）：ソリ
ッドモデルにおける能動選択のため
のシステム及び方法

（補正が認められた例）
本願発明は，コンピュータ支援設計ソフトウ

ェアアプリケーション，より具体的にはソリッ
ドモデルにおける選択肢の提案に関し，ソフト
ウェア命令を有するコンピュータ上で操作され
るソリッドモデル上の修正フィーチャを選択で
きるよう工夫したものである。

（1）図12中の符号の説明
900：修正面，920：能動選択ウィンドウ，

925：正接面

（2）結　論
審査官の認定：新規事項の追加である。
審判官合議体の認定：新規事項の追加ではな

い。

審査官は，『【0034】に，「能動選択ウィンド
ウ920は好ましくは幾何学的条件や位相的な近
さ，例えば正接面，隣接面及びフィーチャ面を
表示する。」と記載されているのみである。そ
して，前記記載は単に，能動選択ウィンドウに，
修正に取り入れることのできる面として，例え
ば修正面900に対する正接面，隣接面及びフィ
ーチャ面のような，前記修正面900と所定の幾
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何学的条件にある面又は位相的に近い面を表示
することを示すものに過ぎず，コンピュータシ
ステムのプロセッサが，修正面900と所定の幾
何学的条件にある面又は位相的に近い面を判断
して，前記能動選択ウィンドウに表示する，修
正に取り入れることのできる面を決定すること
を記載したものではない。』と認定している。
それに対し，審判官合議体は，『ソリッドモ

デル上の修正フィーチャを選択するためのコン
ピュータシステムであることを考えれば，「選
択フィーチャと修正フィーチャとの間の幾何学
的条件または位相幾何学的な近さに基づいて，

補正前 補正後
（請求項１）
　ソフトウェア命令を有するコンピュータ上で操作されるソ
リッドモデル上の修正フィーチャを選択するためのシステム
であって，
　メモリ，プロセッサ，ユーザ入力装置及びディスプレイ装
置を含むコンピュータシステムと，
　前記コンピュータシステムのメモリに格納されたコンピュ
ータ生成された幾何モデルと
を有しており，
　前記コンピュータシステムはユーザからの修正意図を伝え
るコンピュータ周辺入力機器を用いて直接ソリッドモデル上
で修正フィーチャを選択し，

修正フィーチャとともに含めるべき複数の付加的な選択フィ
ーチャを提案し，

含められた複数の付加的な選択フィーチャが修正意図に合致
していることを視覚的な強調表示によって検証し，

ソリッドモデルと視覚表示情報に修正をもたらす修正意図に
従ってソリッドモデルを修正し，

修正された視覚表示情報を用いて，修正されたソリッドモデ
ルをユーザに表示する，ことを特徴とするソリッドモデル上
の修正フィーチャを選択するためのシステム。

（請求項１）
　ソリッドモデル上の修正フィーチャを選択するためのコン
ピュータシステムであって，
　前記コンピュータシステムは，メモリ，プロセッサ，ユー
ザ入力装置及びディスプレイ装置を含み，
　ここで，前記ソリッドモデルは，前記コンピュータシステ
ムのメモリ内のソリッドモデルデータファイルに格納されて
おり，

　前記プロセッサが，
　前記ソリッドモデルを前記ディスプレイ装置上に表示し，
　ユーザからの修正意図を伝えるコンピュータ周辺機器から
の入力データに基づいて，前記ソリッドモデル上の修正フィ
ーチャを選択し，

前記修正フィーチャとともに含めるべき複数の付加的な選択
フィーチャを前記ディスプレイ装置上に表示し，ここで，前
記含めるべき複数の付加的な選択フィーチャは，前記複数の
付加的な選択フィーチャと，前記修正フィーチャに対応する
少なくとも１つの面との間の幾何学的条件または位相幾何学
的な近さに基づいて示唆され，この示唆には，正接面，隣接
面，およびフィーチャ面を含む表示されたオプションからユ
ーザが選択することを含む，
　前記含められた複数の付加的な選択フィーチャが前記ユー
ザからの修正意図に合致しているか否かのユーザによる判断
が容易になるように，前記選択フィーチャを視覚的に強調表
示し，
前記修正フィーチャが前記ユーザからの修正意図に合致して
いる場合には，ソリッドモデルと視覚表示情報に修正をもた
らす前記ユーザからの修正意図に従って前記ソリッドモデル
を修正し，
前記修正された視覚表示情報を用いて，前記修正されたソリ
ッドモデルを前記ユーザに表示する，ことを特徴とする，コ
ンピュータシステム。

※下線は補正箇所を，斜体は図面にのみ基づく補正箇所を，それぞれ示す。

図11　補正前と補正後の請求項

図12　補正の根拠とした図面

【図 9】
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表示する選択フィーチャを示唆すること」をコ
ンピュータシステムのプロセッサが行うことは
当業者であれば十分理解できる内容である。』
との出願人の主張を採用し，特許すべきものと
判断している。

（3）考　察
審判官合議体では，【図９】cにおいて複数の
付加的な選択フィーチャとして，正接面，隣接
面，およびフィーチャ面が能動選択ウィンドウ
920に表示されていることから，当該記載に接
した当業者であれば，コンピュータシステムの
プロセッサが，修正面900と所定の幾何学的条
件にある面又は位相的に近い面を判断して，正
接面，隣接面，およびフィーチャ面のような付
加的な選択フィーチャを複数表示するよう決定
していることが読み取れると認定したものと推
察される。
本件は，発明の詳細な説明における【図９】cに
関する説明，具体的にはコンピュータのプロセ
ッサが具体的にどのような処理を行うのかの説
明が不足しており，文言としては発明の詳細な
説明に直接的に記載のない事項を請求項１に追
加したことが，新規事項追加の指摘の要因とな
った。しかしながら，図面と出願時の技術常識
から本件補正が認められていることを考慮する
と，図面の記載だけではなく，出願時の技術常
識をも含めて，新規事項の追加でないことを主
張することが有用であったものと考えられる。

4 ．	総　　括

4．1　図面を設計図と見做した補正

二次調査で抽出された案件において，図面の
みに基づく補正の根拠として，図面を設計図と
同様に扱い，対象物の寸法の大小や相対的位置
関係について言及した補正を行った事例が複数
見られた。

事例１では，図面に記載された図の寸法を実
際に測定して，電極タブ（53）とシーリング材
（55）の大小関係を主張したが，明細書および
図面に大小関係や寸法等を示唆する記載が無い
ことから，図面は説明図にすぎないとして，審
査段階及び審判段階においても補正が認められ
なかった。
また，事例２では，図面からコピー機の３つ
のボタン（ストップボタン，モノクロ画像用開
始ボタン，カラー画像用開始ボタン）の位置関
係について，ボタン同士の外接線を追加した領
域を示して補正が行われたが，図面が現実の寸
法を反映しているものとは言えず，明細書から
も自明であるとは言えないことから，審査段階
及び審判段階でも補正が認められなかった。さ
らに審判段階においては，補正後のクレームは，
明細書および図面で開示されていない３つのボ
タンがそれぞれ独立して配置された構成も含む
ことから，新たな技術的事項を導入するものと
して，補正が認められなかった。
一方，事例３において，コンデンサの端子電
極の端部が「揃っている」とする特徴について，
審査段階では，図面は概略図にすぎないこと，
図面に記載された寸法がずれていたことから，
当該補正が認められなかったが，審判段階にお
いては，すべての図面において，電極端部が揃
っていること，図面に記載した寸法の誤りが認
められたこと，図面から「揃っている」との補
正が認められた過去の事例を示したこと等か
ら，図面から自明であると言えるとして補正が
認められた。
上記，事例１～３を考慮すると，図面は設計図

ではなく，あくまで概略図，説明図にすぎないこ
とに注意する必要がある。図面を設計図的に用
いて，相対位置や大小関係について，補正する
可能性がある場合は，正確な寸法や相対比，ま
たはそれらの関係を理解するのに役立つ補助線
を図面に記載しておくことが好ましいと考える。
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4．2　図面間で共通する特徴に関する補正

今回分析した事例において，複数の図面間で
共通する特徴は，補正が認められる傾向が示さ
れた。
事例３では，該当する【図１】（ａ），（ｃ）
及び【図３】において，コンデンサの電極端部
が揃っているとの特徴が共通していた。
事例４では，「２枚目のレンズが物体側に凸
の正のメニスカスレンズ」という共通の特徴を
実施例及びすべての図面で共通に有していたこ
とから，審判段階では，当該補正が認められた。
これらのことから，図面のみの記載に基づく
補正を行う場合に，対象となる複数の図面間で
共通する（一貫性のある）特徴であれば，図面
から自明であるとして，補正が認められる可能
性が高いことが判明した。

4．3　技術常識に基づく補正

今回分析した事例について，明細書に記載さ
れてはいないが，技術常識に基づいて図面から
導き出された補正が認められる傾向も示された。
事例５では，「半導体層の接合表面と，接合
表面と対向する半導体層の表面と，導電性基板
の一方の表面とが同一面積である」との補正に
ついて，半導体の切削工程で形成される溝部の
幅が一定であることが技術常識から自明ではな
いとして，審査段階では補正が認められなかっ
たが，一転，審判段階においては，図面からは
溝部の幅が一定であることが認められ，明細書
には溝部の幅が一定であることを否定する記載
がないことから，溝部の幅を一定に切削すること
が排除されないとして，上記補正が認められた。
事例６では，「前記含めるべき複数の付加的

な選択フィーチャは，前記複数の付加的な選択
フィーチャと，前記修正フィーチャに対応する
少なくとも１つの面との間の幾何学的条件また
は位相幾何学的な近さに基づいて示唆され，こ

の示唆には，正接面，隣接面，およびフィーチ
ャ面を含む表示されたオプションからユーザが
選択することを含む」との補正が，審判段階に
おいては，当該補正は当業者であれば理解でき
ること，限定的減縮であることが認められた。
これらのことから，図面のみの記載から導き

だされる技術常識に基づく補正については，明
細書が排除していない補正であり，当業者であ
れば理解できる事項，自明である事項であれば，
補正が認められる可能性が高いことが示された。

4．4　ま と め

図面のみの記載に基づく補正は，明細書に記
載のない構成を追加することになるため，新規
事項の追加とされる虞はあるが，「図面間で共
通する特徴に関する補正」や「技術常識に基づ
く補正」は認められやすい傾向にある。しかし
「図面を設計図と見做す補正」は，正確な寸法
や相対比を図面に記載しなければ認められない
傾向にある。また，「図面のみに開示されてい
る構成を超える範囲を含む補正」は認められな
い傾向にある。

5 ．	おわりに

本検討結果では，図面のみの記載に基づく補
正が認められる範囲について事例検討を行い，
図面のみの記載に基づく補正が認められる条件
を整理した。本検討結果を審査ハンドブックの
事例と併せて活用いただくことにより，特許出
願人の今後の実務に活かせていただきたいと考
える次第である。また，本論説に基づき，図面
の記載のみに基づく補正に関する事例集の更な
る充実に期待する。
なお，図面のみの記載に基づく補正は，欧州
や中国の審査では認められず，その他の国でも
審査において認められる可能性は低いものと考
える。それゆえ，グローバルに特許権を取得す
る出願人としての基本姿勢は，発明を十分に理
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解した上で，出願当初から明細書や図面に必要
な事項を記載すべきと考える。

注　記

 1） 特許庁「特許・実用新案審査ハンドブック （平
成27年９月改訂版）」

  https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/
guideline/patent/handbook_shinsa/document/

index/all.pdf
 2） 特許庁「特許・実用新案審査ハンドブック［附

属書Ａ］「特許・実用新案審査基準」事例集」
  https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/

guideline/patent/handbook_shinsa/document/ 
1001kaitei/app_a.pdf

（URL参照日は全て2019年４月16日）
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